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「災害時非常用電源設備の強化等に係る危険物施設の安全対策

のあり方に関する検討報告書」の公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【報告書概要（別添資料参照）】 

(1)非常用電源設備の危険物に係る規制についての合理化等に関する検討 

ビル関係者、行政機関を対象とした実態調査から、非常用電源設備の設置、増強等について

障害となるような消防法令上の課題はなく、消防本部と個別に相談すること等により解決可

能なものであることがわかった。また、消防本部を対象とした実態調査から、非常用電源設備

の設置等に係る消防法令の適用にあたり、以下の事項について、詳細な運用方法の明確化を図

り、消防本部に周知する必要があることとされた。 

① 非常用電源設備の「排気筒」に関する消防法令上の位置づけについて 

② 非常用電源設備の排気筒が区画壁を貫通する場合の防火措置の方法等について 

③ 屋上に設置する非常用電源設備の周囲に設ける空地の取り方について 

 

(2)東京大会における仮設の発電施設に関する検討 

東京大会の開催に伴い設置される仮設の発電施設について、想定されるパターンを踏まえて

消防法令上の技術基準に係る主な課題を整理し、東京大会における防災・危機管理体制の一

環として危険物施設の適切な監視体制等が確保されることを前提として、安全性を確保する

ための考え方や対応例を示した。 

 

※U報告書 U全文については、消防庁ホームページ（www.fdma.go.jp）に掲載します。 

   

＜問い合わせ先＞ 

消防庁危険物保安室 

 担当：竹本補佐、池町係長 

TEL：０３－５２５３－７５２４（直通） 

FAX：０３－５２５３－７５３４ 

 平成 26 年６月に閣議決定された国土強靱化基本計画において、非常用電源設備等

の確保による事業継続性の確保が求められており、今後、非常用電源設備の更なる設

置が見込まれます。また、東京オリンピック・パラリンピック競技大会（以下「東京

大会」という。）では、競技場等に仮設の発電施設の設置が見込まれます。 

そのため、消防庁では、非常用電源設備の設置の実態等を調査し、危険物に係る規

制について合理化の必要性等の検討を行うとともに、仮設の発電施設の必要な安全対

策について検討を行い、次のとおり検討結果がとりまとめられました。 

①非常用電源設備の設置、増強等について障害となるような消防法令上の課題は

ないが、防火措置の方法等について運用方法の明確化を図り、消防本部に周知

する必要があることとされた。 

②東京大会における仮設の発電施設について、安全性を確保するための考え方や

対応例がとりまとめられた。 



（燃料タンク等）
・海外規格等による安全性の確認
・取り扱う危険物は引火点40℃以上
・異常な圧力上昇を抑制する設備等の
安全装置の設置

・タンク周囲に鋼製の囲い等の
流出防止対策を実施
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災害時非常用電源設備の強化等に係る危険物施設の安全対策のあり方に関する検討報告書の概要

国土強靱化基本計画（平成26年６月閣議決定）において、非常用電源設備等の確保による事業継続性の確保が求められており、今後、非常用電源設備の更
なる設置が見込まれる。また、東京オリンピック・パラリンピック競技大会（以下「東京大会」という。）では、競技場等に仮設の発電施設の設置が見込まれる。

そのため、消防庁では、非常用電源設備の設置の実態等を調査し、危険物に係る規制についての合理化等の検討を行うとともに、仮設の発電施設の必要な
安全対策について検討を行った。

（１）非常用電源設備の危険物に係る規制についての合理化等に関する事項
（２）東京大会で設置が見込まれる仮設の発電施設に関する事項

座長 東京理科大学 総合研究院 小林 恭一教授

検討の目的

検討会委員 検討課題

主な検討結果

別添資料

１ 非常用電源設備の危険物に係る規制についての合理化等に関する検討

ビル関係者、行政機関に対する実態調査から、非常用電源設備の設置、増強等について障害となる
ような消防法令上の課題はなく、消防本部と個別に相談すること等により解決可能なものであることが
わかった。また、消防本部に対する実態調査から、非常用電源設備の設置に係る消防法令の適用に関
して、以下の事項について、詳細な運用方法を明確化し、消防本部へ周知する必要がある。

① 非常用電源設備の「排気筒」に関する消防法令上の位置づけについて

② 非常用電源設備の排気筒が区画壁を貫通する場合の防火措置の方法等について

③ 屋上に設置する非常用電源設備の周囲に設ける空地の取り方について

２ 東京大会で設置が見込まれる仮設の発電施設に関する検討

東京大会において、仮設の発電施設の設置計画を円滑に策定できるよう、想定される設置形態に対
して、消防法令上の技術基準を適用する際の主な課題を整理し、東京大会における防災・危機管理体
制の一環として危険物施設の適切な監視体制等が確保されることを前提として、安全確保のための考
え方や対応例を示した。

【想定される仮設の発電施設の形態と主な対応例】

（施設間距離）
防火上有効な塀、消火設備や
警報設備の設置

（配管）
ゴム製配管を用いる場合は、
配管を不燃材料等で保護

対応例を踏まえた安全対策を講
ずることにより、安全性を確保
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